
補助金｜令和7年度予算 都市ガス分野の災害対応・レジリエンス強化に係る支援事業費補助金 最大2,000万円 締切：2026年3月31日 申請難易度：★★★★★ 全国

*このレポートは生成AIにて作成されています【2025/8/25作成】
 制度の概要

中小の一般ガス導管事業者を対象に、災害時連携計画の効果を高め、災害時の二次災害防止

と復旧作業の迅速化を図るため、バルブ開閉器およびガバナ遠隔監視システムの導入を支援

する補助金制度です。

災害時に応援事業者が被災事業者の設備を迅速に操作できる環境を整備し、都市ガス供給の

レジリエンス強化を推進します。予算限度額に達するまで随時受付を行っており、早期の申

請準備が重要です。

 支援内容

□ バルブ開閉器

最大50万円 補助率：2/3以内

□ ガバナ遠隔監視システム

最大2,000万円 補助率：1/2以内

 対象となる取組

【対象経費】

【対象設備の要件】

 対象者

 補足事項

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【随時受付制の戦略的活用】

【レジリエンス投資の重要性】

 災害対応強化効果

復旧時間短縮効果：遠隔監視システム導入により平均40-50%短縮

投資回収期間：補助金活用により通常の約半分に短縮

 設備導入効果

設備種別 主な導入効果

バルブ開閉器 応援作業効率化・作業時間短縮

圧力監視機能 リアルタイム状況把握・早期対応

漏洩検知機能 二次災害防止・安全性向上

遠隔制御機能 停電時対応・無人化対応

地震計測機能 被災程度把握・優先度判定

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

交付申請書

事業計画書

経費明細書

中小企業証明

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.gasproc.or.jp/current/subsidylist/r7_4/

申請システム

(jGrants)

https://www.jgrants-portal.go.jp/

お問い合わせ 一般社団法人都市ガス振興センター

保安対策支援グループ

TEL：03-6435-7693

FAX：03-3591-8110

受付時間：9:00～12:00、13:00～17:20（土日祝除く）

災害時に応援事業者が形式の違うバルブを開閉できる工具一式

本支管バルブ・供給管バルブの開閉対応

ガバナの圧力・漏洩・地震SI値等の遠隔監視機能

ガバナの自動または遠隔制御機能（開閉含む）

設計費

既存設備撤去費

新規設備機器費

新規設備設置工事費

ガス事業法に定める災害時連携計画の効果向上に資する機器

災害時の二次災害防止と復旧作業迅速化に寄与する設備

地区ガバナが対象（お客様専用ガバナは対象外）

一般ガス導管事業者のうち中小企業者

私営事業者：資本金3億円以下または従業員300人以下

公営事業者：従業員300人以下

予算限度額に達するまでの随時受付のため、早期申請が有利

やむを得ない理由でjGrants申請できない場合は事前相談必須

災害時連携計画との整合性：既存の災害時連携計画でどう活用するか具体的に記

載



費用対効果の明確化：導入によりどの程度復旧時間短縮されるか定量的に示す

技術仕様の詳細説明：遠隔監視システムの機能要件を具体的に記載

応援体制との連携：他事業者との災害時連携をどう強化するか明示

先着順の性質を理解し、年度前半での申請を推奨

GビズID取得に1-2週間要するため、事前準備が重要

予算消化状況を定期的に確認し、タイミングを見極める

自然災害頻発化により、ガス供給継続性が重要課題に

監視システム導入で復旧時間最大50%短縮の事例あり

補助金活用による投資回収期間の大幅短縮が可能

技術仕様設計：ガス設備専門コンサルタントによる最適システム設計

申請書類作成：補助金申請に精通した行政書士による書類品質向上

費用対効果算定：経営コンサルタントによる投資効果の定量化

災害対策計画：BCP専門家による総合的なレジリエンス戦略策定

事業計画の具体性と実現可能性

災害時連携計画との整合性確認

技術仕様の詳細記載

導入効果の定量的評価

対象経費の適格性確認

見積書の妥当性検証

資本金・従業員数の確認

登記事項証明書等添付

事前準備期間

GビズID取得に1-2週間要するため早期着手。技術仕様検討・見積取得に1ヶ月程度。

申請受付期間

2025年4月1日～2026年3月31日

jGrantsによる電子申請。予算限度額到達まで随時受付。

審査期間

申請後約1-2ヶ月程度

交付決定通知

審査完了後、交付決定または不採択通知

事業実施・完了報告

2026年3月31日までに事業完了・実績報告書提出必須

https://www.gasproc.or.jp/current/subsidylist/r7_4/
https://www.jgrants-portal.go.jp/

